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1．本人確認サービス「BizPICO®」 ご紹介 

• マイナンバーカードのJPKI-APを利用し、オンラインで本人確認、利用者認証を行います。 
• 公的個人認証の電子証明書は証跡として保管し、証跡データ照会を可能とするとともに、証明書失効情報の照会により、利用
者の住所・生存情報の変更可能性を通知します。 

• BizPICOは利用ガイドラインに基づくセキュリティ対策を施した「プラットフォーム事業者」として認可を得る予定としています。 
  （2016年第２四半期 サービス開始予定） 

行政機関、民間企業

利用者 本人確認サービス

「ＢｉｚＰＩＣＯ」
本人確認を必要と
する事業者様

⑤ 契約手続き等に
おける本人確認 ● 本人確認機能

● 利用者認証機能

● 証跡データ保管機能

● 証明書失効通知管理
機能（オプション）

⑥ 契約時の証跡確認・
契約者情報の有効性

確認

マイナンバーカード

① カードをかざす

⑦ 証跡データ照会

⑧ 証明書失効情報
の把握

④ 利用者認証

③ 本人確認

② PIN入力

公的個人認証サービス

失効リスト

電子証明書の
シリアル番号で
有効性確認電子証明書の

失効確認依頼

失効確認結果の
返却

シリアル番号
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2. 本人確認サービス「BizPICO®」の想定される利活用フィールド 

・銀行口座開設時の本人確認
・インターネットバンキングのセキュリティトークン
・キャッシュカード代わり

・カード申込時の本人確認
・クレジットカード代わり

・公的サービスや民間サービス利用時
の本人確認
・チケット代わり

・保険申込時の本人確認
・私的年金支払時の現況確認

・携帯電話申込時の本人確認
・コンテンツ利用時のセキュリティトークン

・健康保険証代わり

・口座開設時の本人確認
・オンライントレードのセキュリティトークン・商品購入時のセキュリティトークン

・チケット購入時の本人確認
・チケット代わり

マイナンバーカードで
あらゆる本人確認・利用者認証を
セキュアに便利に！！
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3．公的個人認証民間利活用 利用ユースケースとメリットについて 

項番 業界 ユースケース メリット 

1 金融・証券 口座開設時本人確認 
（インターネット口座開設） 

コスト削減 
利便性向上 
手続時間短縮 

2 ローン契約時本人確認及び住所異動検知 確実な本人確認 
手続時間短縮 

3 クレジットカード 申込時本人確認 
 

コスト削減 
手続時間短縮 

4 通信・放送 行政サービスの利用者認証 
（自宅での行政サービス享受） 

利用者利便性向上 

5 保険 現況確認 コスト削減 
利用者利便向上 

6 エンタテイメント チケットレスサービス ダフ屋行為防止 
利用者利便向上 

上述以外の他業界においても、同様のユースケースによるメリットが得られる可能性があると考えております。 
次ページ以降に項番１，２，５について現状と利用後のユースケースイメージを示します。 

弊社にて認識している公的個人認証民間利活用における、具体的な利用ユースケースとメリットは以下の通りです。 
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＜ユースケース１＞ 口座開設本人確認 

金融・証券 口座開設時本人確認 （インターネット口座開設） 

現状 サービス導入後

利用者 金融機関

Webサイトにアクセス

契約者情報の入力

申込審査

（後日）

免許証、
保険証等ＩＤ

配達ドライバーへの
本人確認書類の提示 キャッシュカードの発送

※本人限定受取郵便

取引時
確認完了

取引開始

本人確認

利用者 金融機関

Webサイトにアクセス

申込審査、
取引時
確認完了

（後日）

キャッシュカードの発送
※簡易書留等

取引開始

マイナンバーカード

・マイナンバーカードより４情報読取
＋不足情報追記

・公的個人認証による本人確認

メリット①

メリット②

メリット③

メリット④

メリット①

4情報を自動転記するため、入力
フォームへの手入力が不要となり、
利用者の利便性向上につながる。

メリット②

オンラインで本人確認が完了するた
め、手続時間短縮のにつながる。

メリット③

本人確認は既にオンラインで確認
されているため、受取時の確認は
不要となり、利用者の利便性向上
につながる。

メリット④

本人確認は既にオンラインで確認
されているため、本人限定郵便で
の送付が不要となり、コスト削減に
つながる。
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＜ユースケース２＞ ローン契約時本人確認 

金融・証券 ローン契約時本人確認、及び、住所異動検知 

現状 サービス導入後

利用者 金融機関

来店

ローン契約を締結

利用者 金融機関

来店

本人確認書類
の電子的保管

マイナンバーカード

メリット①

メリット①

ローン契約締結時点の住所・氏名
の実在を確認でき、確実な本人確
認が可能。

メリット②

住所の変更事実能動的に把握で
き、郵送物の事前差し止め、及び、
変更後住所の収集手続時間の短
縮が可能。

変更点

契約者情報の入力

本人確認書類の写しを保管

本人確認書類を提示

免許証、
保険証等ＩＤ

ローン契約を締結

公的個人認証本人確認

契約状況のお知らせ

不在通知・誤配連絡

変更後住所の特定

引越し

変更後住所の連絡

変更後住所の特定

引越し

変更後住所の連絡

失効情報
の把握

メリット②
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＜ユースケース５＞ 個人年金保険 現況届 

保険 現況確認 

現状 サービス導入後

利用者 保険会社 利用者 保険会社 メリット①

現況届けの郵送が不要となるため、
郵送コスト削減につながる。

メリット②

マイナンバーカード内の署名用証
明書を利用することで、住民票等
を別途取得する必要がなくなり、利
用者利便向上につながる。

メリット③

現況届が電子化されることにより、
紙原本保管が不要となり、コスト
削減につながる。

変更点

現況確認案内書を郵送

現況確認案内書
（郵送物）の作成

市町村から住民票等の
現況届記載事項証明書取得

現況届けの郵送

現況届けの確認・審査
及び書類保管

現況確認メッセージの送信

メリット②

・公的個人認証によるオンライン
本人確認
・現況届けの署名及び送信
（署名用証明書による署名付与）

現況届けの確認・審査

メリット①

メリット③

マイナンバーカード
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